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【未定稿】義務教育の段階に相当する普通教育の多様な機会の確保に関する法律案	
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第一章	
 総則 
（目的） 
第一条	
 この法律は、教育基本法（平成十八年法律第百二十号）及び児童の権利に関

する条約等の教育に関する条約の趣旨にのっとり、義務教育の段階に相当する普通教

育を十分に受けていない者に対する当該普通教育の多様な機会の確保（以下「多様な

教育機会の確保」という。）に関する施策に関し、基本理念を定め、並びに国及び地

方公共団体の責務を明らかにするとともに、基本指針の策定その他の必要な事項を定

めることにより、多様な教育機会の確保に関する施策を総合的に推進することを目的

とする。	
 
 
（基本理念） 
第二条	
 多様な教育機会の確保に関する施策は、次に掲げる事項を基本理念として行

われなければならない。 
一	
 義務教育の段階に相当する普通教育を十分に受けていない者の意思を十分に

尊重しつつ、その年齢又は国籍その他の置かれている事情にかかわりなく、そ

の能力に応じた教育を受ける機会が十分に確保されるようにすること。 
二	
 その教育を受ける者が、その教育を通じて、社会において自立的に生きる基

礎的な能力が培われ、豊かな人生を送ることができるよう、その教育水準の維

持向上が図られるようにすること。 
三	
 国、地方公共団体、民間の団体その他の関係する者の相互の密接な連携の下

に行われるようにすること。 
 
（国の責務） 
第三条	
 国は、前条の基本理念にのっとり、多様な教育機会の確保に関する施策を総

合的に策定し、及び実施する責務を有する。 
 
（地方公共団体の責務） 
第四条	
 地方公共団体は、第二条の基本理念にのっとり、多様な教育機会の確保に関

する施策について、国と協力しつつ、当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実

施する責務を有する。 



 
（財政上の措置等） 
第五条	
 国及び地方公共団体は、多様な教育機会の確保に関する施策を実施するため

必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 
	
 

第二章	
 基本指針 
第六条	
 文部科学大臣は、多様な教育機会の確保に関する施策を総合的に推進するた

めの基本的な指針（以下この条及び第十二条第三項第三号において「基本指針」とい

う。）を定めるものとする。 
２	
 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一	
 多様な教育機会の確保に関する基本的事項 
二	
 第十二条第一項に規定する個別学習計画の認定及び第十四条に規定する学習

活動に対する支援等に関する事項 
三	
 夜間その他特別な時間において授業を行う学校（学校教育法（昭和二十二年

法律第二十六号）に規定する小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の

前期課程並びに特別支援学校の小学部及び中学部をいう。以下同じ。）におけ

る就学の機会の提供その他の必要な措置に関する事項 
四	
 その他多様な教育機会の確保のための施策の総合的な推進のために必要な事

項 
３	
 文部科学大臣は、基本指針の案を作成し、又は基本指針を変更しようとするとき

は、あらかじめ、地方公共団体及び多様な教育機会の確保に資する活動を行う民間の

団体その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 
４	
 文部科学大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。 
 
第三章	
 多様な教育機会の確保に関する施策 
（調査研究等） 
第七条	
 国は、義務教育の段階に相当する普通教育を十分に受けていない者の実態の

把握に努めるとともに、相当の期間学校を欠席していると認められる学齢児童又は学

齢生徒（学校教育法第十八条に規定する学齢児童又は学齢生徒をいう。以下同じ。）

であって文部科学省令で定める特別の事情を有するため就学困難なものの学習活動に

対する支援の方法及び学齢期を経過した者（その者の満六歳に達した日の翌日以後に

おける最初の学年の初めから満十五歳に達した日の属する学年の終わりまでの期間を

経過した者をいう。第十九条及び第二十条第二項第三号において同じ。）であって就

学の機会の提供を希望するものに対する教育の内容に関する調査研究並びに情報の収

集、整理、分析及び提供を行うものとする。 
 
（国民の理解の増進） 
第八条	
 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、多様な教育機会の確保に関す

る国民の理解を深めるよう必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 
 



（人材の確保等） 
第九条	
 国及び地方公共団体は、多様な教育機会の確保を専門的知識に基づき適切に

行うことができるよう、多様な教育機会の確保に係る職務に携わる者の人材の確保及

び資質の向上を図るため、研修等必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 
 
（教育に係る環境の整備） 
第十条	
 国及び地方公共団体は、適切な教材等の提供及び学校その他の教育施設の提

供その他の多様な教育機会の確保を図るために必要な環境の整備を促進するよう努め

るものとする。 
 
（相談体制の整備等） 
第十一条	
 国及び地方公共団体は、義務教育の段階に相当する普通教育を十分に受け

ていない者及びその家族からの各種の相談に総合的に応ずることができるようにする

ため、関係省庁相互間その他関係機関、学校及び民間団体の間の連携の強化その他必

要な体制の整備に努めるものとする。 
 
第四章	
 個別学習計画 
（個別学習計画の認定） 
第十二条	
 相当の期間学校を欠席している学齢児童又は学齢生徒であって文部科学省

令で定める特別の事情を有するため就学困難なものの保護者（学校教育法第十六条に

規定する保護者をいう。以下同じ。）は、文部科学省令で定めるところにより、当該

学齢児童又は学齢生徒の学習活動に関する計画（以下「個別学習計画」という。）を

作成し、その居住地の市町村（特別区を含む。以下同じ。）の教育委員会に提出して、

その個別学習計画が適当である旨の認定を受けることができる。 
２	
 個別学習計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 
一	
 学齢児童又は学齢生徒及びその保護者の氏名並びに当該学齢児童又は学齢生

徒の学習及び生活の状況に関する事項 
二	
 学習活動の目標 
三	
 学習活動の内容及びその実施方法に関する事項 
四	
 当該学齢児童又は学齢生徒の保護者以外の者が個別学習計画に従った学習に

対する支援を行う場合にあっては、次に掲げる事項 
イ	
 当該支援を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表

者の氏名 
ロ	
 当該支援の内容及び実施方法に関する事項 
ハ	
 当該保護者との連携に関する事項 
	
 五	
 その他文部科学省令で定める事項 
３	
 市町村の教育委員会は、第一項の認定の申請があった場合において、当該申請に

係る個別学習計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その

認定をするものとする。 



一	
 当該個別学習計画に係る学齢児童又は学齢生徒が相当の期間学校を欠席して

おり、かつ前項第一号に掲げる事項が第一項に規定する特別の事情に該当する

こと。 
二	
 文部科学省令で定める事項を勘案して、当該学齢児童又は学齢生徒が学校に

在籍しないで前項第三号に掲げる事項に従った学習活動を行うことが適当であ

ると認められること。 
三	
 前項各号に掲げる事項が基本指針に照らして適切なものであること。 
四	
 前号に定めるもののほか、当該学齢児童又は学齢生徒の発達段階及び特性に

応じつつ学校教育法第二十一条各号に掲げる目標を達成するよう定められてい

ることその他の文部科学省令で定める基準に適合するものであること。 
４	
 市町村の教育委員会は、第一項の認定（第十五条第二項の規定による認定の取消

しを含む。）を行おうとするときは、教育学、心理学、児童の福祉等に関する専門的

知識を有する者の意見を聴くほか、必要に応じ、相当の期間学校を欠席している学齢

児童若しくは学齢生徒の学習活動に対する支援に係る実務の経験を有する者の意見を

聴くものとする。 
	
 

（個別学習計画の変更） 
第十三条	
 前条第一項の認定を受けた保護者は、個別学習計画の変更（文部科学省令

で定める軽微な変更を除く。）をしようとするときは、市町村の教育委員会の認定を

受けなければならない。 
２	
 前条第三項及び第四項の規定は、前項の認定について準用する。 
 
（支援） 
第十四条	
 市町村の教育委員会は、個別学習計画の作成及び当該個別学習計画に従っ

た学習活動を支援するため、学校関係者、第十二条第四項に規定する専門的知識を有

する者、学習活動に対する支援に係る実務の経験を有する者その他の関係者との間に

おいて必要な協力体制を整備するものとする。 
２	
 市町村の教育委員会は、文部科学省令で定めるところにより、第十二条第一項の

認定に係る個別学習計画（前条の規定による変更の認定があったときは、その変更後

のもの。以下「認定個別学習計画」という。）に係る学齢児童又は学齢生徒の学習活

動の実施状況及び心身の状況を継続的に把握するとともに、当該学齢児童又は学齢生

徒及びその保護者に対し、認定個別学習計画に従った学習活動に関する必要な助言、

指導その他の支援を行うものとする。 
	
 

（勧告） 
第十五条	
 市町村の教育委員会は、認定個別学習計画に係る学齢児童又は学齢生徒の

学習活動の適正な実施を確保するため必要があると認めるときは、当該学齢児童又は

学齢生徒の保護者に対して、当該学習活動の実施の方法の改善、当該認定個別学習計

画の変更その他の必要な措置をとるべきことを勧告することができる。 



２	
 前項の規定による勧告を受けた保護者が当該勧告に従い必要な措置をとらなかっ

たときは、市町村の教育委員会は、第十二条第一項の規定による認定を取り消すこと

ができる。 
 
（報告の徴収） 
第十六条	
 市町村の教育委員会は、第十二条第一項の認定を受けた保護者に対し、認

定個別学習計画の実施状況について報告を求めることができる。 
 
（学校教育法の特例） 
第十七条	
 第十二条第一項の認定を受けている保護者は、学校教育法第十七条第一項

又は第二項の義務を履行しているものとみなす。 
 
（修了の認定） 
第十八条	
 市町村の教育委員会は、認定個別学習計画に係る学齢生徒が当該認定個別

学習計画に従った学習活動の実施により義務教育を修了したと認めるに当たっては、

当該学齢生徒の学習の状況を総合的に評価して、これを行わなければならない。 
２	
 市町村の教育委員会は、認定個別学習計画に従った学習活動の実施により義務教

育を修了した者には、修了証書を授与するものとする。 
	
 

第五章	
 夜間その他特別な時間において授業を行う学校における就学の機会の提供等 
（就学の機会の提供） 
第十九条	
 地方公共団体は、学齢期を経過した者であって、学校における就学の機会

が提供されなかったもののうちその機会の提供を希望する者が多く存在することを踏

まえ、夜間その他特別な時間において授業を行う学校における就学の機会の提供その

他の必要な措置（次条において「就学機会提供措置」という。）を講ずるものとする。 
 
（協議会）【調整中】 
第二十条	
 都道府県及び当該都道府県の区域内の市町村は、就学機会提供措置に係る

事務についての当該都道府県及び当該市町村の役割分担に関する事項の協議並びに当

該事務の実施に係る連絡調整を行うための協議会（以下この条において「協議会」と

いう。）を組織することができる。 
２	
 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。 
一	
 都道府県の知事及び教育委員会 
二	
 当該都道府県の区域内の市町村の長及び教育委員会 
三	
 学齢期を経過した者であって就学の機会の提供を希望するものに対する支援

活動を行う民間の団体その他の当該都道府県及び当該市町村が必要と認める者 
３	
 協議会において協議が調った事項については、協議会の構成員は、その協議の結

果を尊重しなければならない。 
４	
 前三項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 
 
第六章	
 雑則 



第二十一条	
 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のための手続その他この

法律の施行に関し必要な事項は、文部科学省令で定める。 
 
附則 
（施行期日） 
１	
 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。【調整中】 
（検討）	
 

２	
 政府は、速やかに、多様な教育機会の確保のために必要な経済的支援の在り方に

ついて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
（経過措置） 
３	
 文部科学大臣は、この法律の施行前においても、第六条第一項から第三項までの

規定の例により、多様な教育機会の確保に関する施策を総合的に推進するための基本

的な指針を定めることができる。 
４	
 文部科学大臣は、前項の指針を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 
５	
 附則第三項の規定により定められた多様な教育機会の確保に関する施策を総合的

に推進するための基本的な指針は、この法律の施行の日において第六条第一項及び第

二項の規定により定められた基本指針とみなす。 
６	
 前三項に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。	
 

（条文案終わり）	
 

	
 

★（参考）学校教育法第二十一条	
 

第二十一条  	
 義務教育として行われる普通教育は、教育基本法第五条第二項に規定する目的を実
現するため、次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。  
一  	
 学校内外における社会的活動を促進し、自主、自律及び協同の精神、規範意識、公正な判断力
並びに公共の精神に基づき主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養うこと。  

二  	
 学校内外における自然体験活動を促進し、生命及び自然を尊重する精神並びに環境の保全に寄
与する態度を養うこと。  

三  	
 我が国と郷土の現状と歴史について、正しい理解に導き、伝統と文化を尊重し、それらをはぐ
くんできた我が国と郷土を愛する態度を養うとともに、進んで外国の文化の理解を通じて、他国

を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 
四  	
 家族と家庭の役割、生活に必要な衣、食、住、情報、産業その他の事項について基礎的な理解
と技能を養うこと。  

五  	
 読書に親しませ、生活に必要な国語を正しく理解し、使用する基礎的な能力を養うこと。	
 
六  	
 生活に必要な数量的な関係を正しく理解し、処理する基礎的な能力を養うこと。  
七  	
 生活にかかわる自然現象について、観察及び実験を通じて、科学的に理解し、処理する基礎的
な能力を養うこと。 

八  	
 健康、安全で幸福な生活のために必要な習慣を養うとともに、運動を通じて体力を養い、心身
の調和的発達を図ること。 

九  	
 生活を明るく豊かにする音楽、美術、文芸その他の芸術について基礎的な理解と技能を養うこ
と。  

十  	
 職業についての基礎的な知識と技能、勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路を選択
する能力を養うこと。  


